
 

 

                       

 

令和 ７ 年 １ ０ 月 ２ ８ 日 

海 事 局 船 舶 産 業 課 

 

日米両国の造船能力拡大に向けた協力を促進 

～米国商務省との協力覚書の署名を行いました～ 

 

 

 

 

 

 

＜覚書の概要＞ 

１ 名称：日本国政府とアメリカ合衆国政府との間の造船についての協力に関する覚書 

２ 署名日：令和 7 年 10 月 28 日（火） 

３ 署名者：（日本側） 国土交通省 金子 恭之大臣 

（米国側） 商務省 ハワード・ラトニック長官 

４ 内容：造船協力・海事産業発展に関する会議体を設置し、以下の分野で協力を促進 

① 日米両国の建造能力拡大 

② 米国海事産業基盤への投資の促進 

③ 市場経済のための船舶需要明確化（特に経済安全保障上重要な公船・商船） 

④ 日米両国の造船人材育成のための教育・研修の強化 

⑤ 技術革新 

✓ 先進的な建造技術（AI、ロボット等）の共同開発・実装 

✓ 先進的な船舶の設計及び機能の開発 

 

別添資料：協力覚書全文 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 月 28 日（火）、金子国土交通大臣と米国ラトニック商務長官は、造船分野におけ

る協力を促進するための協力覚書に署名しました。 

今後、日米両国の造船業の建造能力拡大・人材育成・共同開発等において、米国との

協力関係を深めてまいります。 

これにより、我が国造船・舶用工業界において総額 1200 億円を超える生産設備等へ

の投資が行われます。 

【問い合わせ先】 

海事局船舶産業課 担当者名 岩城、升井 

代表番号：03-5253-8111 

（内線 43221, 43625） 

直通番号：03-5253-8634（直通） 


